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報道関係各位 

 

国内で培ったノウハウを活かし、海外で“福祉用具レンタルサービス”の普及を目指す 

『タイ国日本式福祉用具レンタルサービス案件化調査』が 

JICA 主催「中小企業・SDGs ビジネス支援事業」に採択されました 

開発途上国の SDGs 達成に貢献することを目指す 

 

フランスベッドホールディングス株式会社 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イメージ 

 

フランスベッド株式会社(本社:東京都新宿区、代表取締役社長:池田 茂)と、公益財団法人フ 

ランスベッド・メディカルホームケア研究・助成財団（所在地：東京都新宿区、代表：池田 茂）、並

びに東海機器工業株式会社（本社：愛知県小牧市、代表取締役社長：内藤 大嗣）が共同で申請

した『タイ国日本式福祉用具レンタルサービス案件化調査』は、独立行政法人国際協力機構

（JICA）が実施する「中小企業・SDGs ビジネス支援事業（2020 年度第二回）」に採択されました。 

 

本事業は、開発途上国の開発ニーズと日本企業の優れた製品・技術等とのマッチングを通じて、

開発途上国における SDGs 達成に貢献するビジネス（SDGs ビジネス）を促進し、開発途上国の開

発課題解決及び日本企業の海外ビジネス展開の両立を目指すものです。 

 

この度申請した『タイ国日本式福祉用具レンタルサービス案件化調査』では、タイの地方自治体

とのコラボレーションを前提に、日本式の福祉用具レンタルサービスが、タイの高齢化社会に適合

するかどうかの調査を行います。タイでは、2022 年に高齢社会（65 歳以上が総人口の 14％超）に

入り、2035 年には超高齢社会（同 21％超）になると予測されています。今後、在宅における福祉

用具ニーズが高まることから、タイの高齢化社会を支えるインフラサービスとしての「福祉用具 

レンタルサービス」の定着可能性とその課題を抽出していきます。 

 

『タイ国日本式福祉用具レンタルサービス案件化調査』に関する概要は下記の通りです。 
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『タイ国日本式福祉用具レンタルサービス案件化調査』 概要 
 

 

【提案の背景】 

フランスベッド株式会社は、1983 年に日本で初めて、介護ベッドのレンタルサービスをビジネス

として始めました。40年近いサービス提供によって蓄積したノウハウにより、耐久性の高い機器や

メンテナンス、洗浄、消毒等の管理技術など他社にはない強みを持っています。レンタル売上げ

は当社総売上高の約40％を占めており、日本の福祉用具レンタルのパイオニアとして高いサービ

ス品質とシェアを誇っています。 

一方で当社の海外市場開拓は緒に就いたばかりですが、現在、韓国レンタル市場への特殊寝

台の供給、中国レンタルサービス子会社の設立・稼働に加え、香港政府系団体のレンタルモデル

導入を支援しています。今回、高齢社会への突入を数年後に控えたタイへの福祉用具レンタル 

サービスの導入を通じて、タイの高齢化社会の課題解決を模索します。また、こうしたレンタルノウ

ハウを切り口に 2030 年までに海外売上比率を 10％まで引き上げるという当社目標を掲げて「中

小企業・SDGs ビジネス支援事業（2020 年度第二回）」に応募いたしました。 

 

【展開ビジネスの構想】 

 今回の調査によってタイにおけるレンタルモデルの有効性が裏付けられた場合、次のステップと

して福祉用具を必要とする方々に対する商品選定、貸出（搬入）、返却（搬出）、消毒、メンテナン

ス、保管等の一連の流れのノウハウ提供と実践を、現地企業と協働で展開する予定です。福祉用

具提供サービスの一連の流れには、専門的な技術を持つ人が関わる必要があります。その際、

特に、日本の福祉用具専門相談員に準じた人材の育成、回収後の福祉用具に対し感染症を防ぐ

徹底した洗浄・消毒、並びに安全に長く使うためのメンテナンスは重要なテーマとなります。 

 

【SDGs 達成への貢献】 

 福祉用具レンタルサービスは、必要な用具を必要とする人に必要な期間だけ提供するビジネス

モデルです。そのため、個人で購入するのに比べて低価格で利用でき、使い捨てではなく、リユー

スすることから環境にも優しい高齢化社会のインフラストラクチャーとも言え、SDGs 達成への貢献

可能性が高いビジネスモデルです。 

 本取り組みでは、SDGs 達成項目のうち、ゴール 3「あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生

活を確保し、福祉を促進する」、ゴール 9「強靭なインフラ構築、包摂的かつ持続可能な産業化の

促進及びイノベーションの推進を図る」、ゴール 12「持続可能な生産消費形態を確保する」の達成

に寄与します。 

 

【実施予定期間】 

2021 年 8月～2022 年 7月 

 

 

■本資料に関する報道機関からのお問い合わせ 
フランスベッドホールディングス㈱ 

経営企画室 広報 IR 課 
℡：03-6741-5505  Mail：kouhou@francebed.jp 


